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Abstract 

Since "Gold Plan 21" for senior citizens was launched by the Ministry of Health, Labour and Welfare in 1999, 

nursing care, preventive care, social support and so forth have been promoted. With the introduction of the 

nursing insurance system, efforts have been made to ensure that senior citizens maintain their dignity and 

independence, and can make a positive contribution to society. 

With these goals in mind, the Ministry has tried to project the image of the "vigorous, active senior citizen", but 

this image is not obviously supported by the policies of the Ministry of Health, Labour and Welfare. 

The purpose of this study is to understand the present condition of the senior citizens and to show the image of the 
"vigorous, active senior citizen". This research looks at the consciousness of senior citizen from the point of view 

of interpersonal communication referring to data in Aomori and Hokkaido. We can prevent any isolation or 

reduction in their communication activity, which people of advanced age can easily experience, through 

rethinking their contribution to society and communication activities. 

The "vigorous, active senior citizen" needs to communicate with surrounding people, not only with family but 

outside the family especially. They need to look at social activities from a wide view point and to maintain their 

dignity and be independent. 

(J.Aomori Univ.Health Welf.5 (1) :103 -110, 2003)
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1.は じめに

　　1999年 に 「今後5か 年間の高齢者保健福祉施策の方向

(ゴール ドプラン21)」1）が策定されて以来、介護サービ

ス基盤の整備、介護予防、生活支援等が推進 されてきた。

介護保険制度 も導入され、高齢者の方々が尊厳 を保ちつ

つ自立 した生活ができ、積極的に社会参加できる社会を

作 ろうとするものであった。

　　これらを目標 に、活力ある高齢者像の構築が掲げられ、

「元気高齢者づ くり」対策が推進 されているが、具体的

にはどのような高齢者像が 目標 とな り、我々に何が出き

るのか疑問が多い。2003年 の現在、第2期 介護保険事業

計画の策定に合わせ、あらたな見直 しの時期に来ている

のではないか と思われる。

　　本稿は、コミュニケーション活動が閉ざされることの

ない 「元気高齢者像」の具体化 を目的 とし、高齢者の現

状 を把握 した上で、高齢者の意識 を対人 コミュニケー

ションの視点から考察するものである。また、青森 ・北

海道在住の高齢者を対象 にした調査 と照らし合わせなが

ら、高齢者を取 りまく社会の実態を把握 し、高齢者のコ

ミュニケーシ ョン活動のあり方を多角的に論 じていく。

ここで表現するコ ミュニケーシ ョン活動 とは、対人 コ

ミュニケーシ ョンを意味 し、高齢者が社会活動、地域活
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動、 または日常生活において、家族および家族以外の身

近な人と接触をはかる行為を示 している。本稿 は高齢に

なると陥 りやすいコミュニケーション範囲の縮小や孤立

化 ・周辺化を防 ぐために、高齢者の社会参加や持続的な

コミュニケーション活動の再考 という視点から提言する

ものである。

2.高 齢者福祉の歴史

　現在の高齢者保健福祉をより深 く知るために、これま

での高齢者保健福祉の変遷 を捉えることとする。

　 1963(昭 和38)年 に老人福祉法が制定 された。それ ま

では、高齢者福祉施策は、ごく一部の低所得者 を対象に、

生活保護法に基づいて養老施設へ収容保護する事業が行

われる程度であった。当時は異世代同居が一般的であ り、

高齢者の世話は家族の仕事 と考えられていた。 しか し、

高齢者の増加、専業構造の変化による高齢者の就業機会

の減少、家族制度の変化など、高齢者を取 り巻 く環境 も

変 りつつあ り、高齢者の福祉を幅広 く推進 し発展 させて

い くための独立 した制度が期待 されるようにな り、制定

されたのが、老人保健福祉法であった。ここでは、国と

地方公共団体が高齢者の福祉 を増進する責務がうたわれ

た。それまでの低所得者を保護する救貧施策の枠を越 え

て、加齢に伴 う一般的な介護ニーズ を制度の対象 として

位置づけたもの として、高齢者福祉施策の大 きな変化 と

いえる。具体的施策 として、老人福祉施設の設置、健康

診査の実施、社会参加の奨励 などが盛 り込 まれた。老人

福祉法の制定以降 しばらくは、老人福祉施設の設備や運

営の基準 を定めるなど、制度の定着 に向けた取 り組みが

続けられていった。

　 その後、1971年(昭 和46年)を 初年度 とする社会福祉

施設緊急整備5ヵ 年計画が策定 されるなど、高齢者福祉

の拡充 と量的整備への取 り組みが進め られた。特別養護

老人ホームは、この計画により5年 間に年平均100施 設の

ペースで増加 し、1979年(昭 和54年)に なると、養護老

人ホームの施設数を上回った。

　 高齢者福祉は、徐々に充実が図 られ、高齢者介護ニー

ズへの対応の必要性が認識された。また、高齢者の医療

費負担 に関 しては、 より関心 を集めていた。1961年(昭

和36年)に 国民皆保険が達成 されていたが、高齢者の医

療費負担をいかに軽減するかが大 きな問題 となり、1973

年(昭 和48年)に は、国の施策として老人医療費支給制

度が実施 された。この制度は、70歳 以上の高齢者に対 し

て、医療保険の自己負担分 を、国と地方公共団体の公費

を財源 として支給する ものであった。

　 老人医療費支給制度を導入 して依頼、老人医療費は著

しく増大 し、市町村 国民健康保険の財政負担が大 きく

なった。 また、同制度は高齢者の治療に偏 り、予防か ら

リハビリテーシ ョンにいたる総合的な保健医療サー ビス

の提供 という視点が欠けてい るとい う問題 も指摘 され

た。

　このような背景で、1982年(昭 和57年)に は、高齢者

の医療費負担の公平化 と壮年期か らの総合的な保健対策

による高齢者の健康の確保を目指 し、老人保健法が制定

された。70歳 以上の高齢者が受診する際の定額負担 を新

たに導入 し、世代間の負担の公平化 を目指すこととされ

た。

　 1970年 代半ばまでは、施設整備に重点が置かれていた

が、1970年 代半ば以降は、在宅福祉が重要であるとの認

識が高まった。在宅福祉施策は、地方公共団体の先行す

る動 きを受ける形で、1980年(昭 和55年)ご ろから、そ

の充実が図られた。在宅介護サービスの3本 柱 と呼ばれ

る3施 策のうち、通所介護(デ イサービス)、 短期入所

生活介護(シ ョー トステイ)が 制度化されたの もこの時

期である。訪問介護(ホ ームヘルプサービス)は 、従来

から行われていたが、1982年(昭 和57年)に は、所得制

限が引 き上げられ、所得税課税世帯 も利用料を負担する

ことで、利用が可能 となった。

　高齢者の進展 とともに、さらに、高齢者にふさわしい

看護や、介護に重点を置いたケアの必要性が高 まり、医

療と福祉の連携 した、総合的なサービスの提供が求めら

れるようになった。

　 1986年(昭 和61年)に 、病院での入院治療よりも看護、

介護、機能訓練 に重点を置いたケアを必要 とする高齢者

に、必要な医療 ケアと日常生活サービスを提供するため

の施設として、老人保健施設が創設 された。利用者は、

自らが選択 した施設 との契約 に基づいてサービスを受け

ることができ、利用料 は、入所者が所得審査 を受けて負

担能力に応 じた額を負担す るのではなく、食事その他の

受けるサービスの内容に応 じて負担する仕組み となって

いる。

　 1989年(平 成元年)12月 に、「高齢者保健福祉推進十 ヵ

年戦略(ゴ ール ドプラン)」2)が策定 された。この中では、

在宅福祉対策や、施設福祉対策などについて7つ の主要

な柱 を立て、1999年(平 成11年)ま でに実現すべ き目標

を掲げているが、在宅福祉対策の緊急整備にもっとも重

点が置かれている。

　 さらに、全国の地方公共団体で作成 された老人保健福

祉計画の内容を踏まえ、ゴール ドプランの策定か ら5年

後の1994年(平 成6年)に は、計画の内容を見直 して、

一層の充実を図る 「新 ・高齢者保健福祉推進十ヵ年戦略

(新ゴール ドプラン)」3)が策定された。両プランの推進

により、高齢者保健福祉サービスの基盤整備が急速 に進

んだ。そ して、1999年12月 に 「今後5か 年間の高齢者保

健福祉施策の方向(ゴ ール ドプラン21)」 が策定された。
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介護保険制度の導入 とい う新 たな状況 を踏 まえ、介護

サービス基盤の整備、介護予防、生活支援等 を推進す る

ことにより、高齢者の尊厳の確保および自立支援 を図 り、

多 くの高齢者が健康で生 きがいを持 って、社会参加で き

る社会 をつ くろうとするものであった。

3.ゴ ール ドプラン21の 取り組み

　 ゴール ドプラン21は、それまでの新 ゴール ドプランの

終了や介護保険制度の導入 とい う新たな状況を踏 まえ、

2000(平 成12)年 度か ら2004(平 成16)年 度までの5か

年計画 として策定 されたものであ り、21世 紀の高齢者に

おいても、高齢者の方々が尊厳 を保ちつつ自立 した生活

ができ、積極的に社会参加で きるような社会の構築を目

指 している。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 む

　具体的 には、1.活 力ある高齢者像の構築、2.高 齢

者の尊厳の確保 と自立支援、3.支 え合う地域社会の形

成、4.利 用者から信頼 される介護サービスの確立 とい

う4つ の基本的な目標 を掲げた上で、介護サービスの基

盤整備 とあわせ、生 きがいづ くり、介護予防、社会参加

の推進 など 「元気高齢者づ くり」のための施策を車の両

輪 として推進することとしている(厚 生労働 白書 平成

14年版)1)。

　 ここで具体的な 「元気高齢者」像 とはどのようなもの

であるか、再認識する必要がある。前述の厚生労働省の

掲げた 目標か ら個人の像 を導 くなら、健康的、自立、生

きがいのある生活、社会参加、そ して 「人生に意義 と価

値 を見出すことがで き、孤立することな く前向きで生 き

生きとしている姿」が想像で きる。このような像 を 「元

気高齢者」ととらえるなら、ゴール ドプラン21を受けて、

各 自治体の具体的な対策が、多 くの生 き生 きとした 「元

気高齢者」 を作 り出す ものでなければならない。また、

それぞれの対策が適切 であるか、「元気高齢者」像が正

しくとらえられているか、常 に問い続 けなくてはならな

い。 このプランの実施時期の後半では、各 自治体での第

2期 介護保険事業計画の策定 に合わせ、あらたな見直 し

も必要であると思われる。

4.「 挑戦期」としての老年期

　今や、高齢社会 における生涯教育の時代であ り、高齢

者が受身で生活 してい く社 会環境 とは大 きく異 なる上

に、高齢者 もそれぞれの自覚の元 に、 自分 を作 り上げて

い く、「挑戦期」 としての段 階が続いてい ると言えるで

あろう。

　「生涯学習 に関する世論調査」(平 成11年 　総理府）4)

によると、この1年 の間に生涯学習をしたことがある60

歳以上の者は約4割 に上がる。また、生涯学習をしたこ

とがある60歳 以上の者の55.0%が 「自分の人生がより豊

かになっている」 と考え、また52.4%が 「自分の健康の

維持 ・増進に役立っている」 と回答 している。

　学習活動をしている者 ほど社会参加活動をしているこ

とが多 く、単 に学習するだけでなく、積極的に学習を社

会参加 につなげている者が多いことが国立教育会館社会

教育研修所の調査 にも現れている(「成人教育 に関する国

際比較調査報告書高齢者の学習 ・社会参加活動の国際比

較」　平成9年)5)。

　従来、高齢者は流行や先端技術に対する抵抗感が大 き

いといわれて きたが、今 日の高齢者 には新 しい技術や

ネッ ト社会への抵抗感をあまり持たない者も増えて きて

いる。パ ソコンや、インターネットに対する関心が高ま

り、地方公共団体やその他の団体が各地で中高年 を対象

としたワープロ教室を開催 しているが、大変な盛況 とも

言われている。 また、インターネ ットを使 った中高年層

の仲間づ くりが全国各地で始 まっている。インターネッ

トのおかげで高齢者 もその世界 を大 きく広げることが可

能になる。

　 また、余暇の過ごし方にも知的好奇心が旺盛である高

齢者 を物語っている。「レジャー白書2000」(財 ・余暇開

発センター)6)に よると、60歳 以上の人が1年 間に1回

以上行 った余暇活動は、「国内観光旅行(男 性57.2%、 女

性61.4%)」 、「園芸、庭いじり(男性56.7%、 女性57.8%)」 、

「外 食(日 常 的 な もの を 除 く)(男 性52.2%、 女 性

54.1%)」 、「ドライブ(男 性38,9%、 女性34.7%)」 となっ

ている。 これ らは高齢者が活動的になってきてお り、対

人のコミュニケーションを必要 とする活動 を希望 してい

る割合は高いことを示 している。また、同セ ンターの調

査 によると、今後行 ってみたい余暇活動は、男女 ともに

1位:海 外旅行、2位:国 内観光旅行、3位:プ ールで

の水泳、4位:パ ソコンであった。知的好奇心が旺盛な

高齢者が増え、余暇活動が多様化 されてい くことに伴な

い、多 くの人とのコミュニケーションを必要 とする視野

の広 さが問われている。

5.「 元気高齢者」の意識と実態

　社会の変化 と人々の興味関心の変化 を適切 にとらえる

ため、古 くか らの固定観念にとらわれていた 「高齢者像」

と、現在の高齢者 を照らし合わせ、実像を明らかにして

い く。以下の7つ の項目はステレオタイプにとらえられ

ていた高齢者像である。

　 1)子 どもと同居 したいと願っている。

　 2)子 どもに援助 してほしいと願っている。

　 3)人 とコミュニケーションを取るのは面倒だと思っ

　　ている。

　 4)学 習する気力がない。

　 5)情 報技術 に疎 く、情報機器の使 用は避 けたい と
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　　思っている。

　 6)友 人は必要ないと思っている。

　 7)地 域活動 に参加 したことがない。

　上記7つ の項 目は、現代社会における 「元気高齢者像」

とは異な り、消極的 ・否定的にとらえられているものが

大半であるが、実際の高齢者の意識はどのようなもので

あるのか。青森 ・北海道在住の65歳 以上の高齢者200人

によるアンケー ト調査の結果、および青森市のデイサー

ビスセンターに通っている高齢者対象のヒアリング調査

を経てつかんだ傾向を照 らし合 わせなが ら実態を明らか

にする。

5.1　 子供との同居

　一人暮 らしをしている高齢者が 「今す ぐ子や孫 と同居

したい」 と回答 している割合 は6.8%、 「いずれ子や孫 と

同居 したい」と回答 している割合が、11.4%、 「一緒 に暮

らさなくても良い」が50.0%、 「一緒に暮 らしたいとは思

わない」が31.8%で あった。「今す ぐ同居 したい」、「いず

れ同居 したい」をあわせても18.2%に しかすぎず、「一緒

に暮 らさなくても良い」、「一緒 に暮 らしたい とは思わな

い」をあわせると、81.8%に 上る。必ず しも将来的に子

どもと一緒に住みたいと希望 しているわけではない。

　また、経済企画庁が行った「国民生活選好度調査」(1999

年)7） によると、老後 を子 どもと一緒 に暮 らすと考える

人の割合は、1978年 には、54.8%で あったが、年を追う

ごとに低下 し、1999年 には、25.7%と なっている。一方

で子 どもと別 に暮 らすと考える人が1978年 の23.5%か ら

1999年 の34.9%に 増加 している。 しか し、同居率が低下

する一方で、同一家屋や同一敷地に住む 「準同居」や近

隣地域に子 どもが居住 している 「近居」の割合は近年増

加 している。

　 さらに、北九州市民生局 によると、一人暮 らし高齢者

の82.1%が 子どもの 「いる」高齢者であった。この人々

の別居の理由は、1位 が 「気楽に暮 らしたい」39.6%、

2位 が 「子供が結婚 したから」33.3%、3位 が 「子供の

職場 に遠 いか ら」18.9%と なっている(北 九州市高齢

者実態調査報告書、1993年)8)。1位 の 「気楽に暮 らし

たい」は 「家族の個人化」を伴 なう自分本位の別居であ

り、2位 、3位 は、別居の理由が子 どもの側にある 「脱

子 ども化」を意味 していると思われる。

5．2　 子供からの援助

　援助にもいろいろあるが、経済的資金面での援助 につ

いては、高齢者自身は不安に思いながらも年金等でまか

なうことを前提に、基本的にお金の援助は最小限に した

いと考えている傾向があった。また、行動面での援助 も、

病気になる、身体が不自由になる等の特別な状況でない

限 りは、 自分の面倒 は自分でみるか ら子供 には迷惑をか

けた くないと考えている高齢者が大半であった。困った

ときだけの手助けで十分であると考えている高齢者は多

い 。

5.3　 対人コミュニケーシ ョン

　若い頃に比べて高齢 になると人ごみの中に入ってい く

行為に拒否反応 を示 した り、外へ出ることを億劫だと感

じるケースは多 くなりがちである。 しか し、不特定多数

の人 との コミュニケーシ ョンではな く、ある程度心 を

割った人々(例 えば、近隣の人、友人、趣味のあう人な

ど)と は、むしろ会話 を楽 しむことで、 リラックスでき

るという回答が多かった。 また、 コミュニケーションの

大切 さを十分理解 している高齢者 も多 く、積極的に情報

を得るために交流 している人も少な くなかった。

　 また、友人とのコミュニケーシ ョンを大切だと思って

いる人は92.5%、 大切だとは思わないと回答 した人は、

わずか6.0%で あった(無 回答1.5%)。 大切だと回答 し

た人の内訳 は、「いろいろな情報が得 られるか ら」32.8%、

「楽 しいか ら」26.6%、 「勉強になるか ら」20.2%が 上位

を占め、「ス トレス解消」15.3%、 「暇つぶ し」3.4%、

「その他」1.7%に 比べ ると、上位 には前向 きな傾向が表

れている。

5.4　 持続力 ・集中力

　持続力 ・集中力の点でとらえるなら、加齢に伴い減少

してい く傾向は否定できない。 しかし、高齢者の学習意

欲 という点でとらえるなら、現状では情報を得 たり知識

を得ることに積極に取 り組みたいという高齢者が多 く、

社会活動に参加 している人々も増加 している。また、現

在何 もしていない高齢者 も、きっかけがあった ら何かを

学びたい と回答 している人が大半であった。社会全体 を

通 して も、生涯教育 とい う現状を十分把握 して取 り組ん

でいる高齢者も多 くなってきたと言える。

5.5　 情報機器への対応

　 3の 項で も述べて きたが、特 にコンピューターの使用

や携帯電話 のような もの を例 にあげると、 コンピュー

ターを使用する高齢者は、年々増えてきている。また、

パソコンスクールへ通った り、地域にパソコンを学ぶ機

会を設けると、応募が殺到するとい う現状 もあ り、益々

使用者が増える一方である。電子メールを使用 した り、

携帯電話を使用する高齢者 も年々増えている。(孫や子ど

もが携帯電話 を買い、高齢者はそれを持たされていると

い うケース もある)こ れらの機器には取 り組みにくい反

面、一度学ぶ機会があるとその後 も学びつづける傾向が

ある。学習意欲や気力がないということではない。
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5.6　 友人関係

　何で も話せ る友人の有無 を調べた ところ、「いる」 と

答 えた人は、一人暮 らしの高齢者では81.4%、 夫婦のみ

で暮 らしている高齢者では65.4%、 二 ・三世代 同居の高

齢者では77.0%で あった。夫婦のみの高齢者では友人が

いると答えた割合は低 く、反対に友人がいる と答えた割

合が高いのは、一人暮らしの高齢者であった。

　 また、友人と話す時間を大切だととらえているかどう

かを調べた結果、「大切 だと思 う」 と答えた人は、一人

暮 らしの高齢者では97.0%、 夫婦のみの高齢者で93.8%、

二 ・三世代同居の高齢者では88.0%で あった。友人がい

ると答えた割合 も、友人との会話 を大切だ と捉 えた割合

も、圧倒的に一人暮らしの高齢者が高い結果 となった。

一人暮 らしの高齢者にとって、友人の存在は大 きな意味

があると思われる。

　 さらに、友人 と話す時間を大切ではない と答 えた人の

中か ら、大切だと思わない理由を調べた ところ、二 ・三

世代同居者では、「家族 と話す ことで十分 だと感 じるか

ら」と回答 していた人が45.5%い た。これは疲れるか ら、

面倒だか ら、 とい うようにコミュニケーションを否定的

にとらえているケース と、家族 との会話で必要な情報は

足 りている、または、家族 との会話 を楽 しんでいるとと

らえるケースの両方が推測 される。

5．7　 地域活動

　高齢 者 の地域 活動へ の参加状況 を調査 した結果、

18.5%(200人 中37人)が 「参加 したことがない」と回答

しているが、81%が 何 らかの形で参加 したことがある事

がわかった。その内訳 は、「旅行な どに参加 したことが

ある」 と回答 した人が一番多 く、次いで、夫婦のみ と

二 ・三世代同居の高齢者 では、「研究会、講演会などに

参加 したことがある」 と回答 してお り、一人暮 らしの高

齢者では、「敬老会や老人クラブな どのサークル活動に参

加 したことがある」が二番 目に多かった。これは、二 ・

三世代同居 の高齢者でも 「研究会、講演会などに参加 し

たことがある」と同率で二番 目に多い回答であった。「ボ

ランティア活動 に参加 したことがある」は、全体の29.0%

とい う結果であった。

　 また、地域の活動に参加 した人の中で、その活動頻度

としては年に数回 と回答 した人が一番多 く、家族形態で

分析すると一人暮 らしの高齢者50.0%、 夫婦のみの高齢

者37.0%、 二 ・三世代 同居の高齢者45.3%で あった。一

人暮 らしの高齢者が年に数回という頻度で地域活動へ参

加 している割合が高いことがわかる。

　 以上は、現代の社会傾向の一面 を表 しているが、高齢

者 を古 くから作 られたイメージで、お しなべて捉 えてい

ては、「元気高齢者」像からかけ離 れて しまう危険性が

あることがわかる。特に、社会の変化に伴ない人々も変

化 してい くであろうし、社会対応 しようとす る高齢者が

増えることは確実であ り、筆者 もまたそうあるべ きだと

考える。

6.生 きがいと幸福

　サクセスフル ・エ イジング(successful　aging)と い う

言葉がある。老化の過程 にうまく(successfully)適 応す

ることができ、幸福 な老後 を迎えることがで きる状況 を

さす ものである。1960年 ごろから、サクセスフル ・エイ

ジングをテーマに した研究が盛んになってきたが、具体

的な操作化、あるいは 「幸福」であると判断できる基準

を設定するのは容易な課題ではな く、標準的な尺度 もい

まだ開発 されていないと言われている。これまで、サ ク

セスフル ・エイジングを取 り扱 った研究で操作化 された

概念 としては、次の ようなものがある(Baltes&Baltes、

1990)9)。1.生 存期 間、身体 的健康　 2.認 知能力、

精神的健康　 3.社 会的機能、生産性　 4.パ ーソナル ・

コントロールの保持　 5.主 観的幸福感　これ らの指標

が示すように、サクセスフル ・エイジングは、広範かつ

多面的に把握する必要性があることがわかる。その中で

も、主観的幸福感 を測定 した尺度の一つに、家族、友人、

仕事、余暇、宗教、社会的地位、健康、経済状態に対す

る満足度をたずねたものがある。人生の満足度を測定 し

ようとする尺度は、いろいろな方面から考えられ、老年

学の分野においても、数多 くの主観的幸福感の研究が積

み重ねられている。 しか し、主観的幸福感の概念規定に

ついては、未だ曖昧な部分 を残 している。10)

　前述4の 項のアンケー ト調査で、生 きがいを持 ってい

るか否かの問いを行 った。生 きがいの概念は、本人の主

観的な幸福感であ り、主観的な判断基準 にす ぎない。 し

かし、自己認識の割合 として、今回の調査では8割 の高

齢者は自分なりの生 きがいを持 っていると感 じていた。

また、その生 きがいの内訳を問う項目では、趣味、自然

とのふれあい、健康 、家族、友人、仕事 など、前述の満

足度をたずねる項 目に対応で きる回答がなされていた。

高齢者の生 きがいは、人生の指針であ り、人生の楽 しみ

でもあ り、心の健康が保たれる大切な要因であると思わ

れる。

　 生 きがい と幸福 をテーマに、青森市のデイサービスセ

ンターにおいて、週に1回 から3回 来ている高齢者にヒ

アリング調査 を行った。ここで得た内容は、前述のアン

ケー ト調査の傾向を裏付けるものであ り、多 くの高齢者

が生 きがいを持っていると答 えていた。デイサービスセ

ンターへ通い友人に会 うという行為 も、生 きがいの一つ

に選んでいる高齢者が半数ほどいた。デイサービスセ ン

ターに通 うことが基本的な生活に位置付けられてお り、
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異なった環境で多 くの人 とコミュニケーションを図るた

め、情報交換 もあ り刺激になっていると思われる。

　生 きがいの項目のその他の回答 としては、趣味、また

は仕事 としての、「裏庭の畑仕事」 という回答や、「庭い

じり」が楽 しく、一 日中外に出ているという高齢者が複

数いた。 この 「庭い じり」や 「畑仕事」は、一人で行 う

趣味ではな く、夫婦で行っているケースと、一人で取 り

組んでいても、近所の人が声をかけてきて、いつの間に

か他 の人と一緒に取 り組んでいた りするようである。こ

こでは、人と人をつなぐコミュニケーシ ョンの媒介 とし

て畑作業があ り、庭い じりがある。その作業 と、野菜や

花が出来上がってい く自然の喜びと、近所の人と会話が

できる楽 しい時間を共有することが生 きがいにつながる

ようである。外へ出て作業 をする頻度が、「毎 日」 と回

答 していたことに、その共有時間が生 きがいになってい

ることがわかる。

　他に、「家族」を生きがいと感 じている高齢者にとって、

「孫」の存在が大 きく、孫の成長ぶ りを楽 しみにして、

日々喜びを感 じているという回答 もあった。異世代間コ

ミュニケーションが 「元気高齢者」作 りを手伝っている

ようだ。高齢者にとっての 「小さな子ども」の存在 は、

生 きがいを見出して くれる 「大 きな存在」であるといえ

る。

　 また、デイサービスセンターでは、自宅 と違 った環境

で、異なる仲間と協力 して得 られる経験を重視 してお り、

体 を動か した り、多 くの人 と共に料理、カラオケ、書道、

作品製作 に取 り組んだ りしている。 しか し、大切にして

いるのは活動面のみならず、通所 してきている高齢者 と

の対話の時間もまた重視 してお り、ゆっくりと会話 を楽

しんだ り、共 に過ごす時間を設け、意思疎通がはかれる

よう心がけていた。その何気ない会話か ら、悩みを訴 え

た り、質問を投げかけて きた りする場合が多い。「話 を

するだけで心が温まる」 という言葉 を発 した高齢者から

は、現代社会に対するコミュニケーションの根本が問わ

れているように思われた。

7.社 会への参加

　急速な高年齢化の進展の下で、経済社会の活力 を維持

するために、また、高齢者ができるだけ多 く経済社会の

担い手 として活躍 してい くことは生 きがいの点で も重要

であ り、意欲 と能力がある限 り、年齢 にかかわ りなく働

ける社会 を実現することが必要であると思われる。高齢

者は、雇用就業に対す る能力や意欲が多様化する傾向に

あることか ら、希望 に応 じて働 く機会が確保 されるよう、

多様な雇用就業機会 を確保 してい くことも重要であると

思われる。

　現在、公共職業安定所には相談援助体制が整備 され、

任意就業、創業等への支援が実施されている。主な施策

は、1.シ ルバ ー人材セ ンター事業などの推進、2.高

年齢者の自営開業に対する支援施策の実施、3.高 齢期

雇用就業支援 コーナーによる相談 ・援助、などがある。

シルバー人材センターとい うのは、定年退職後などにお

いて臨時的かつ短期的な就業等を希望する60歳 以上の健

康で就業意欲のある高齢者に対 して地域社会の 日常生活

に密着 した仕事を提供 し、高年齢者の就業機会の増大を

図 り、その多様な就業ニーズに対応するとともに、活力

ある地域社会づ くりに寄与することを目的とする団体で

ある。(厚 生労働 白書、2002)3)。

　 1の シルバー人材 センターは、当該地域 における日常

生活に密着 した仕事の需要を、家庭、民間事業所、官公

庁等から有償で引き受け、これを会員に提供 し、仕事内

容 と就業の実績 に応 じて報酬 を支払 う業務 を行 ってお

り、他 にも、無料の職業紹介事業 も行 っている。

　 2の 支援施策は、高齢期のおける就業意欲な どの多様

化に対応 した雇用就業機会 を確保 し、高年齢者の社会参

加を促進するため、高年齢者が共同 して事業 を創設 して

いる。また、継続的な就業の機会を創出 した場合には、

(財)高 年齢者雇用開発協会において、事業創設にかか

わる一定範囲の費用 を助成 している。

　 3の 相談 ・援助 とは、在職中の高年齢者が早い段階か

ら自らの職業生活の設計 を行い、高齢期 においても希望

と能力に応 じて、多様な働 き方の中か ら自らにあった働

き方を選択 し、その実現 に向けて必要なキャリア ・技能

の向上 を図ってい くことがで きるよう、高齢期雇用就業

支援 コーナーを設置 して相談 ・援助等 を行 っているとい

うものである。

　 高年齢者の雇用 ・就業の促進 とい う点か ら、採用から

退職までの雇用管理など働 き方全般 について幅広 く意見

交換の行うことを目的とした 「年齢 にかかわ りなく働 け

る社会に関する有職者会議」が2001年4月 に発足 してお

り、検討が進んでいるようである。特に前期高齢者 は、

働 く意志が強い傾向があ り、以上の取 り組みは急速 な高

年齢化にともない、急速な発展が必要だと思われる。

　 また、後期高齢者 に関 して も、前述の機会が与えられ

るべ きであ り、また、本人が望む限 りは、他の形でも社

会へ参加す る道が開けるべ きであると思われる。例 えば

社会参加活動 として、文化 ・スポーツ ・レクリエーショ

ン活動への参加 ・指導、福祉 ・保健 ・医療に係わる活動、

カウンセリング活動、 自然保護 ・リサイクル ・環境整備

など地域 に貢献できる活動の指導 ・支援、自国の文化 を

伝 える活動 ・支援、生産活動、他 にも多 くの可能性があ

る。 自営業の人が、年齢 に関係 なく体が続 く限 り働 き続

けたいと答えるのも理解で きる。
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8.こ れからの高齢者のコミュニケーシ ョンのあ り方

　高齢者は、自分の意志で他者 とコミュニケーシ ョンを

とることを拒絶 しようとしている姿 は見 られなかった。

情報交換は必要であると感 じているし、実際に情報を得

ようとしてアプローチをしている。その方法は多種多様

であるが、情報交換、意見交換 を対人の形で行いたいと

願っている傾向は否定できない。ただし、高齢者本人の

意思 にそって周 囲が答 えているか とい う観点か ら見 る

と、そのような状況が必ず しも整 っていない というのが

現状である。

　高齢者のコミュニケーション範囲は、これから同居家

族のみで終わらないライフスタイルになることが自然で

あ り、高齢者の人生、生きがいを考えた ときに家族に固

執 しない広い世界の交流が必要になると思われる。地域

の社会活動に参加 した り、 自分を磨 く学習機会を逃 さず

に出向いたり、近所、友人 との交流の場を設 ける等は高

齢になるほど価値を置かなくてはならない。身近なとこ

ろから、家族以外の交流 も少 しずつ取 り入れてい くのが

望 ましい と思 われる。5の 項か ら読み取れるように、一

人暮 らしの高齢者は比較的そのような行為 を自然 に行っ

ている例が多 く、社会参加 している傾向が強い。 しか し、

異世代 同居の高齢者は家族以外に目を向けない傾向はい

まだ否定できない。これからの高齢者は、以前 よりも多

く外へ目を向けてい くことが望 ましい と思われる。

　 また、高齢者 を取 り巻 く周囲の人々が、高齢者が必要

とする多 くの機会を提供 した り、高齢者が人生に充実感

を感 じることので きる社会体制 に協力することが必要 と

なる。 ライフスタイルを切 り離 さずに、市民社会への新

たな参画者 となる高齢者が増えることが期待 される。

　 最近の傾向として、学校(園)の 各種行事 に高齢者を

招待 し昔の遊びや郷土の民話 ・伝説・歴 史を話 してもらっ

た り、郷土の文化 ・芸能を教えて もらうなど、子 どもと

高齢者 との交流を広めかつ深める機会をよ り多 くもとう

としているケースが見受けられる。それは、世代間の相

互理解 を促進 し、高齢者の 「生 きがい」発見につながる

とともに、子 どもにも学校(園)の 通常カリキュラムで

は得がたい体験ができることになる。また、世代間交流

を最 も積極的に推進 しているのは、社会教育施設である。

家庭内での世代間交流の欠如を補充するとともに、失わ

れた地域社会の再編 ・活性化を図 り社会的連帯意識の向

上が望める。

　 同様に、世代間交流の意義を認め、保育所における老

人と子 どもの交流事業を行 っているところ もある。デイ

サービスセ ンターを出生率の低下で定員割れになってい

る保育所のスペースを利用 して設置 し、交流することに

より、以前は行事に老人ホームや老人クラブの高齢者を

招待 した り、敬老の日に訪問した りする形で行 われてき

たものが、日常生活の中に高齢者 と子 どもとのふれあい

の場が生まれることになる。

　 また、「三世代交流センター」を設置 し、それを拠点

に交流を推進 しようとする事業 もある。屋外 には 「三世

代交流公園」 も設置 し、世代交流の促進、文化の伝承、

スポーツ交流、 レクリエーションな どによって、世代間

相互の理解 と協力 を図 り活力ある地域作 りに寄与 しよう

というものであ り、その成果は大いに期待 される。11)

　外 か らの情 報が簡単に手 に入る現代では、世代 間 コ

ミュニケーションや、家庭を超えた家族以外の人 とのコ

ミュニケーションが高齢者にとって大 きな刺激 となるこ

とは確かである。

9.お わりに

　21世 紀の高齢社会においても、高齢者が尊厳 を保ちつ

つ自立した生活がで き、人生の充実感 をもって積極的に

社会参加で きるような社会構築が必要になる。

　2000年 から2004年 度 までの5ヵ 年計画 として、ゴール

ドプラン21が 掲げられているが、 どの目標に も共通 して

いえることは、生 きがいが重要な要因 とな り、充実感を

もって社会参加ができ、人とコミュニケーションを図る

ことで情報交換ができ、多 くの知識 を発信 ・受信できる

ことである。「元気高齢者づ くり」には、対人コミュニケー

ションは欠かせないと思われる。

　「元気高齢者」は、自分か ら情報 を探 し出そうとい う

姿勢があ り、悩みを打ち明けることのできる友人や、同

居 していない場合 も離れて暮 ら している家族、近隣の

人々、趣味などを通 した人々等、様 々な人々とつながっ

ていこうとする傾向が見 られる。「元気高齢者」 を増や

すため、 また、「元気高齢者」を支えるため、高齢者の

尊厳の確保 と自立支援、支えあう地域社会の形成をめざ

した方向に少 しずつ向かっていかな くてはならない。ま

た、社会の変化 に目を向けたとき、どのような環境にお

かれた高齢者 も、積極的に多 くの視点で動 きを見つめ、

それぞれの意見を持ちなが ら社会に参加 してい く必要が

ある。そのためには、コミュニケーション活動は閉ざさ

れるべ きではなく、生きがい、悩み、喜びを共有できる

環境である事が大切 になると思われる。 また、その環境

を作 るためにも、ゴール ドプラン21の 目標 にある介護、

福祉、医療分野はもとより、身近な環境整備 や、高齢者

を取 り巻 く人々の意識の向上を促 し、地域が ともに多 く

の 「元気高齢者」 を増やす手助けが出来る社会になるこ

とを願っている。

　本稿は2003年9月 に開催された国際健康コミュニケー

ション科学学会第3回 年次大会にて発表 したものを、一

部加筆修正 したものである。
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(受理 日:平 成15年12月3日)
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